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純資産総額（右軸）
分配金再投資後基準価額（左軸）
基準価額（左軸）
ベンチマーク（左軸）

（億円）

※分配金実績は、将来の分配金の水準を示唆あるいは保証するも
のではありません。

※基準価額は1万口あたりとなっています。※基準価額は信託報酬控除後のものです。※分配金再投資後基準価額は、
課税前分配金を再投資したものとして計算していますので、実際の基準価額とは異なります。※当該実績は過去の
ものであり、将来の運用成果を約束するものではありません。

※ベンチマークであるJPモルガンGBI-EM Diversified 指数（円ベース）は、設定日を10,000として指数化しております。
当指数の著作権はJ.P.モルガン・セキュリティーズ・エルエルシーに帰属します。ベンチマークはあくまで参考情報であり、
ファンドの運用実績ではありません。

※ファンドの騰落率は、基準価額に課税前分配金を再投資したもの
として計算しています。 設定来については、設定時の基準価額
10,000円を基準にして計算しています。

ファンド騰落率

分配金実績（1万口当たり、課税前）

基準価額および純資産総額

基準価額の推移

設定・運用は
BNYメロン・インベストメント・マネジメント・ジャパン株式会社
金融商品取引業者：関東財務局⻑（金商）第406号
[加入協会] 一般社団法人 投資信託協会／一般社団法人 日本投資顧問業協会／一般社団法人 第二種金融商品取引業協会

 設定日
2007年5月31日

 決算日
毎月17日（休業日の場合は翌営業日）

ファンド概要

ポートフォリオ特性値（マザーファンド）

※ポートフォリオの銘柄数、平均直接利回り、平均最終利回り、平均デュレーション、平均残存年数、平均格付け、債
券組入比率は、再委託先であるインサイト・ノースアメリカ・エルエルシーのデータを基にBNYメロン・インベストメント・マネジメ
ント株式会社が算出しております。格付はS&P、Moody’sのうち、いずれか高い格付を採用し、S&P表記法で記載してい
ます。

基準価額の変動要因

（円）

月次レポート

ポートフォリオ
銘柄数 44
平均直接利回り 7.99%
平均最終利回り 9.35%
平均デュレーション 4.83年
平均残存年数 7.16年
平均格付け BBB
債券組⼊⽐率 96.3%

(前月末比) +79円

基準価額 3,837円

純資産総額 26.3億円

騰落率(％) 1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年 3年 5年 設定来

ファンド +2.64% +1.07% -2.27% +5.46% +28.42% +21.28% +32.77%

ベンチマーク +2.56% +1.97% -2.37% +8.30% +27.51% +24.10% +81.67%

第206期 第207期 第208期 第209期 第210期 設定来
2024年8月 2024年9月 2024年10月 2024年11月 2024年12月 累計

20円 20円 20円 20円 20円 7,050円

2024/12/30

基準日：2024年12月30日

債券要因 -23円
為替要因 ＋130円
分配金 -20円
信託報酬等 -8円
合計 ＋79円

基準価額変化の要因分析
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国別構成比率（マザーファンド）

組入上位10銘柄（マザーファンド）

通貨別構成比率（マザーファンド）

※ファンドが投資する新興国ソブリン債には、発行国の通
貨建てではないものが組入れられる場合もあります。ファン
ドの運用では、債券自体の利回りが高いものの、現地通
貨の見通しが魅力的でないものについては、現地通貨建
てではなく、他の通貨（主に米ドル）の新興国ソブリン債
へ投資をします。

※ファンドでは、対米ドル等で新興国通貨の取引をする場
合などがあります。例えば、新興国通貨を買建てとする一
方で米ドル等を売建てとするのは、新興国債券の中には
規制のために債券へは投資ができないものの、通貨には
投資が可能な場合があるためです。こういった場合は、債
券の資産残高よりも 通貨の残高が大きくなります。

※比率は、マザーファンドの債券運用部分の時価合計に対する比率です。

※比率は、マザーファンドの純資産総額に対する比率です。

月次レポート

国名 比率
ルーマニア 12.9%
ブラジル 11.5%

南アフリカ 10.7%
ポーランド 9.4%
メキシコ 8.8%

マレーシア 7.4%
トルコ 6.3%

コロンビア 6.2%
チェコ 5.9%
ペルー 5.2%
その他 12.0%

キャッシュ等 3.7%

通貨 比率
ルーマニアレウ 11.5%
チェココルナ 11.3%

マレーシアリンギット 10.5%
中国元 10.4%

メキシコペソ 10.4%
南アフリカランド 10.2%
ブラジルレアル 9.6%
ポーランドズロチ 9.3%

ハンガリーフォリント 7.5%
ペルーソル 6.5%

その他 2.8%

順位 銘柄名 国名 通貨 クーポン 償還日 ⽐率
1 ルーマニア国債 ルーマニア ルーマニアレウ 5.800% 2027/7/26 7.6%
2 ポーランド国債 ポーランド ポーランドズロチ 7.500% 2028/7/25 6.7%
3 中国国債 中国 中国元 3.290% 2029/5/23 4.9%
4 南アフリカ国債 南アフリカ 南アフリカランド 7.000% 2031/2/28 4.5%
5 メキシコ国債 メキシコ メキシコペソ 8.500% 2029/5/31 4.4%
6 エンプレサス・パブリカス・デ・メデリン コロンビア コロンビアペソ 8.375% 2027/11/8 4.3%
7 マレーシア国債 マレーシア マレーシアリンギット 4.893% 2038/6/8 3.9%
8 ブラジル国債 ブラジル ブラジルレアル 10.000% 2029/1/1 3.9%
9 ペルー国債 ペルー ペルーソル 6.900% 2037/8/12 3.8%
10 ブラジル国債 ブラジル ブラジルレアル 10.000% 2025/1/1 3.7%
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新興国債券市場 グローバル債券市場

新興国通貨（マザーファンドの組入上位5通貨）と米ドルの推移（対円、設定来）

新興国債券市場の推移 – グローバル債券市場との比較

※ファンドの設定日2007年5月31日を100として指数化。
出所：BNYメロン・インベストメント・マネジメント・ジャパン株式会社

※新興国債券市場は、JPモルガンGBI−EM Diversified指数（円ベース）、グローバル債券市場は、ブルームバーグ・グローバル総合国債トータルリターン・インデックスバリュー・ヘッジなし（円ベース）を使用。
※ファンドの設定日2007年5月31日を100として指数化。

出所：Bloomberg
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コメント

月次レポート

※実質的な運用を行うマザーファンドに係わる説明です。 出所 ：インサイト・ノースアメリカ・エルエルシー

米国債券市場は、トランプ新政権の経済政策がインフレ再燃を招くとの観測が浮上する中、米連邦公開市場委員会
（FOMC）において0.25%幅の利下げが決定されましたが、同時に2025年における利下げペース鈍化が示唆されたことから米
国債利回りが上昇しました。欧州債券市場においても、欧州中央銀行（ECB）が0.25%幅の利下げを決定しつつも経済デー
タを注視しながら政策判断を下す慎重な姿勢を維持したことから、利下げペース加速の思惑が後退し、国債利回りは上昇しま
した。ハイイールド債券市場は、月の上旬は米国株式が底堅く推移したことから信用スプレッドは縮小しましたが、FOMCにて政
策金利見通しが市場予想以上に引き上げられたことから下落に転じました。新興国債券市場は、米ドル建て、現地通貨建て
ともに下落しました。月の前半は中国政府が2025年に「適度に緩和的な」金融政策を導入すると発表したことなどが材料視さ
れ底堅く推移しました。その後、ブラジル中銀による大幅利上げや同国の財政悪化懸念、FOMCにて米国の政策金利見通し
が市場予想以上に引き上げられたことなどを背景に下落に転じました。こうした中、JPモルガンGBI-EM Diversified指数は、米
ドルベースでは前月比-2.15%、年初来-3.00%となりました。国別のパフォーマンスでは、ドミニカ共和国、トルコ、中国などが上
昇した一方で、ブラジル、メキシコ、ポーランドなどが下落しました（現地通貨ベース）。為替市場では、対米ドルで新興国通貨
がまちまちな展開となった中、ナイジェリアナイラ、フィリピンペソ、タイバーツ、コロンビアペソなどが上昇した一方で、ブラジルレアル、
南アフリカランド、アルゼンチンペソ、チリペソ、トルコリラなどが下落しました。

マザーファンドのパフォーマンスはプラスとなりました。債券要因については、下落したブラジルを高めの配分としていたことなどがマイ
ナス要因となりました。為替要因については、対円で上昇したメキシコペソ、ルーマニアレウを高めの配分としていたことなどがプラス
要因となりました。

米国では、新政権が打ち出す政策次第でインフレ圧力が強まる可能性があり、トランプ大統領の動向が注目を集めるでしょう。
この状況下、米連邦準備理事会（FRB）は、利下げペースを鈍化させる可能性を示唆していますが、雇用とインフレを窺いなが
ら政策を判断する基本姿勢を維持するとみています。また、中東やウクライナにおける地政学リスクに引き続き注意が必要と考
えます。欧州では、ユーロ圏景気に下振れリスクが存在し、2025年の経済成⻑率も低位にどどまる可能性が高いとみています。
しかしながら、ECBは利下げペース加速に対して慎重な姿勢を示しており、引き続き景気と物価動向に注目する展開が続くとみ
ています。加えて、ドイツやフランスなどの政治リスクにも注意が必要と考えます。新興国については、中国では、国債利回りは歴
史的な低水準にあり、他の国と比較してもインフレ上昇リスクは大きくはないものの、2025年の経済成⻑は減速が予想されます。
輸出関連産業は今のところ堅調ですが、米国の新政権の関税政策により中国経済はさらに圧力を受けることが懸念されます。
また、中国の国内需要は鈍化傾向にあり、不動産セクターの低迷や家計および企業の信頼感の低下はリスク要因です。下振
れリスクが続く場合には、広範な利下げを行わざるを得ない可能性もあります。他の新興国については、米国の新政権の貿易
政策に関する不確実性などから、新興国通貨の変動性が高まる恐れがあります。政府当局は、インフレの再燃を防ぎつつ、回
復を⽀えるために引き続き慎重な対応が必要となるでしょう。一方で、先進国を上回る新興国の経済成⻑予測や、先進国に
比べて新興国の利回りが相対的に高いことなどが、引き続き新興国債券市場にとってプラス要因になると考えています。運用に
おいては、インフレ動向、経済減速、地政学リスク、加えて新興国各国の財政状況などを注視しつつ、良好なファンダメンタルズ
を有し魅力的で投資価値のあるバランスのとれたポジション構築を目指してまいります。
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投資リスク

投資リスク

 
基準価額の変動要因（主な投資リスク） 

  
当ファンドは、マザーファンド受益証券への投資を通じて、主として新興国の債券への投資を行います  
ので、組入れた有価証券等の値動き（外貨建資産には為替変動もあります。）により当ファンドの基準  
価額は大きく変動することがあります。 
当ファンドは、元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により解約・償還金額が投資元本を
下回り、損失を被る可能性があります。運用により信託財産に生じた利益または損失は、すべて受益者
に帰属します。当ファンドは、預貯金とは異なります。また、預金保険または保険契約者保護機構の対象
ではありません。 
以下の事項は、マザーファンドのリスクも含まれます。 
 

価格変動リスク 

 
債券・株式（先物取引を含みます。）の価格動向は、国内および国際的な政治・経済情勢の影響を
受けます。そのため、当ファンドの投資成果は、債券・株式の価格変動があった場合、元本欠損を
含む重大な損失が生じる場合があります。 
 

新興国への 

投資に伴うリスク 

 
新興国の債券への投資については、新興国における政治・社会的不確実性、決済システム等  
市場インフラの未発達、証券市場、情報開示制度、会計基準、法制度等の未整備、監督当局に 
よる監督体制の未成熟、外国への送金規制、為替レートの高い変動率等に伴い、運用上予期  
しない制約を受けるなどのリスクが想定されます。また、通貨危機に直面した場合には、新興国に
おける急激な金利上昇、債券価格の暴落、発行体のデフォルト等のリスクが高くなります。また、
金融市場や政情に起因する諸問題が有価証券や通貨に及ぼす影響が先進国より大きいことが 
あり、また政府当局が様々な規制を一方的に導入することがあります。それらの国における有価
証券・通貨市場は、規模が小さく流動性が低い場合があり、その結果それらの市場において取引
される有価証券・通貨の価格変動が大きくなることがあります。 
 

為替変動リスク 

 
為替変動リスクは、外国為替相場の変動により外貨建資産の価額が変動するリスクのことを   
いいます。外貨建資産を保有する場合、当該通貨と円の為替変動の影響を受け、損失が生じる 
ことがあります。当該資産の通貨に対して円高になった場合にはファンドの基準価額が値下がり 
する要因となります。 
当ファンドおよびマザーファンドは為替ヘッジを行いませんので、為替変動により、信託財産の  
価値が大きく変動することがあります。 
 

金利変動リスク 

 
債券等は、市場金利の変動により価格が変動します。一般に金利低下時には価格が上昇し、  
逆に金利上昇時には価格が下落する傾向があります。ただし、その価格変動は、残存期間・発行
の条件等により異なります。 
 

※基準価額の変動要因は上記に限定されるものではありません。 
 
 

その他の留意点 
  

クーリング・オフ 

 
当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はあり

ません。 
 

流動性リスクに 

かかる留意点 

 
当ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場に 

おいて市場環境が急変した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格

で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。これにより、基準価額にマイナスの影響を

およぼす可能性や、換金のお申込みの受付が中止となる可能性、すでに受付けた換金のお申込みの受付が

取り消しとなる可能性、換金代金のお支払いが遅延する可能性があります。 
 

収益分配金に 

かかる留意点 

 
・ 収益分配金は、計算期間中に発生した運用収益（経費控除後の利子・配当等収益および評価益を含む 

売買益）を超えて支払われる場合があります。したがって、収益分配金の水準は、必ずしも計算期間中に

おけるファンドの収益率を示すものではありません。 

・ 受益者のファンドの購入価額によっては、収益分配金の全額または一部が、実質的には元本の一部払い

戻しに相当する場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが

小さかった場合も同様です。 

・ 収益分配金は、ファンドの純資産から支払われますので、収益分配金の支払後の純資産は減少することと

なり、基準価額が下落する要因となります。計算期間中の運用収益以上に収益分配金の支払を行う   

場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比較して下落することになります。 
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追加的記載事項

（注）普通分配金に対する課税については、投資信託説明書（交付目論見書）の「手続・手数料等」の「ファンドの費用・税金」をご参照下さい。

（計算期間中に発生した収益を超えて支払われる場合） 

（分配金の一部が元本の一部払戻しに相当する場合） 

※元本払戻金（特別分配
金）は実質的に元本の
一部払戻しとみなされ、
その金額だけ個別元本
が減少します。また、
元本払戻金（特別分配
金）部分は非課税扱い
となります。 

 

受益者の 
購入価額 

分配金 
支払後 

基準価額 

個別元本 （当初個別元本） 

元本払戻金 
（特別分配金） 

普通分配金 

（分配金の全部が元本の一部払戻しに相当する場合） 

受益者の 
購入価額 

分配金 
支払後 

基準価額 

個別元本 （当初個別元本） 

元本払戻金 
（特別分配金） 

（前期決算から基準価額が上昇した場合） 

*５００円 
（③＋④） 

１０,５００円 

１０,５５０円 

期中収益 
（①＋②） 

５０円 

*５０円 

分配金 
１００円 

*４５０円 
（③＋④） 

１０,４５０円 

前期決算日 
 
*分配対象額
５００円 

当期決算日 
分配前 

*５０円を取崩し 

当期決算日 
分配後 

*分配対象額
４５０円 

（前期決算から基準価額が下落した場合） 

当期決算日 
分配前 

*８０円を取崩し 

*５００円 
（③＋④） 

１０,５００円 

１０,４００円 

*８０円 

分配金 
１００円 

*４２０円 
（③＋④） 

１０,３００円 

配当等収益
① ２０円 

前期決算日 
 
*分配対象額
５００円 

当期決算日 
分配後 

*分配対象額
４２０円 

投資信託で分配金が
支 払 わ れ る イ メ ー ジ

分配金 

投資信託の
純資産 

収益分配金に関する留意事項 
 

●分 配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その
金額相当分、基準価額は下がります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

●分 配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて支払
われる場合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。 
また、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(注) 分配対象額は、①経費控除後の配当等収益および②経費控除後の評価益を含む売買益ならびに③分配準備積立金および④収益調整金です。 
分配金は、分配方針に基づき、分配対象額から支払われます。 

 
※上記はイメージであり、実際の分配金額や基準価額を示唆するものではありませんのでご留意下さい。 

 
●受 益者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部または全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当 

する場合があります。 
ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

普通分配金：個別元本（受益者のファンドの購入価額）を上回る部分からの分配金です。 
元本払戻金（特別分配金）：個別元本を下回る部分からの分配金です。分配後の受益者の個別元本は、元本払戻金（特別分配金）の額

だけ減少します。 
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お申込みメモ 

購入単位 

 
販売会社が定める単位 

収益分配金を再投資する場合は1口の整数倍とします。 

※「一般コース」および「自動継続投資コース」があります。詳しくは、販売会社までお問い合わせください。 
 

購入価額 

 
購入申込受付日の翌営業日の基準価額 

※ファンドの基準価額は1万口当たりで表示しています。 
 

購入代金 
 
販売会社が定める期日までにお支払いください。 
 

換金単位 
 
販売会社が定める単位 
 

換金価額 
 
換金申込受付日の翌営業日の基準価額 
 

換金代金 
 
原則として換金申込受付日から起算して6営業日目より、申込みの販売会社でお支払いします。 
 

購入・換金 

申込不可日 

 
以下のいずれかの日に該当する場合はお申込みできません。 

・ニューヨークの証券取引所の休業日 

・ニューヨークの銀行の休業日 
 

申込締切時間 

 
営業日の午後3時までに販売会社が受付けた分を当日の申込み分とします。 

※2024年11月5日以降は、原則として午後3時30分までとなる予定です。販売会社によって異なる場合がありますので、詳しくは販

売会社にお問い合わせください。 
 

換金制限 

 
信託財産の資金管理を円滑に行うため、委託会社の判断により、大口のご換金の場合には制限を設けさせて   

いただく場合があります。 
 

 
購入・換金 

申込受付中止 

および取消し 

 

証券取引所における取引の停止、外国為替取引の停止、その他やむを得ない事情があるときは、委託会社は、 

受益権の購入・換金の申込みの受付けを中止することおよびすでに受付けた申込みの受付けを取消す場合があり

ます。 

信託期間 

 
無期限（当初信託設定日：2007年5月31日） 

 

繰上償還 
 
純資産総額が30億円を下回ることとなった場合等には、繰上償還することがあります。 
 

決算日 
 
毎月17日（休業日の場合は翌営業日） 
 

収益分配 

 
毎月決算時に、収益分配方針に基づき分配を行います。 

分配対象額が少額の場合は、分配を行わないことがあります。 

※「自動継続投資コース」の場合、収益分配金は税引き後再投資されます。 
 

信託金の限度額 
 
5,000億円 
 

公告 
 
日本経済新聞に掲載します。 
 

運用報告書 

 
毎特定期間（原則として、毎年5月18日から11月17日までおよび11月18日から翌年5月17日まで）終了後および  

償還時に交付運用報告書を作成し、販売会社を通じて知れている受益者に交付します。 
 

課税関係 

 
課税上は、株式投資信託として取扱われます。 

公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合にNISA（少額投資非課税制度）の適用対象となります。

当ファンドは、NISAの対象ではありません。 

配当控除の適用はありません。 
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ファンドの費用・税金 
 

ファンドの費用 
  
 

投資者が直接的に負担する費用 
 

購入時手数料 

 
購入価額×上限3.85％（税抜 3.5％） 

（手数料率は販売会社が定めます。） 

※自動継続投資契約に基づいて収益分配金を再投資する

場合は、申込手数料はかかりません。 
 

 
≪当該手数料を対価とする役務の内容≫ 

販売会社による商品および関連する投資環境の説明・ 

情報提供等、ならびに購入に関する事務手続き等 
 

信託財産留保額 
 
ありません。 

  
投資者が信託財産で間接的に負担する費用 

 

運用管理費用 

（信託報酬） 

 
運用管理費用の総額＝信託財産の日々の純資産総額×年率1.815％（税抜 1.65％） 

運用管理費用は、毎計算期末または信託終了のとき信託財産中から支払われますが、日々費用として計上されて

おり、日々の基準価額は運用管理費用控除後となります。 

運用管理費用の配分は、以下のとおりです。 
 

 純資産総額 
250億円未満の

部分 

250億円以上 

500億円未満の部分 

500億円以上の

部分 
≪当該運用管理費用を対価とする役務の内容≫ 

 委託会社 
年率0.85％ 

（税抜） 

年率0.80％ 

（税抜） 

年率0.70％ 

（税抜） 

信託財産の運用指図（投資顧問会社によるマザー

ファンドの運用指図を含む）、法定開示書類の   

作成、基準価額の算出等 

 販売会社 
年率0.75％ 

（税抜） 

年率0.80％ 

（税抜） 

年率0.90％ 

（税抜） 

購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、

口座内でのファンドの管理および事務手続き等 

 受託会社 年率0.05％（税抜） 
信託財産の保管・管理、委託会社からの指図の  

実行等 

その他費用・ 

手数料 

 
監査法人に支払うファンドの監査にかかる費用、信託財産の管理、運営にかかる費用（目論見書・運用報告書等法

定開示書類の印刷、交付および提出にかかる費用等を含みます。日々の純資産総額に対して上限年率0.05％）

は、日々費用として計上され、運用管理費用（信託報酬）支払いのときに信託財産より支払われます。また、組入有

価証券の売買の際に発生する売買委託手数料、先物・オプション取引等に要する費用、外貨建資産の保管費用等

が、信託財産より支払われます。 

◆その他費用・手数料については、資産規模および運用状況等により変動しますので、一部を除き事前に料率、上限額等を表示するこ

とができません。 
  

※上記費用の総額につきましては、投資者の皆様の保有される期間等により異なりますので、表示することができません。 

 
 

税  金 
  

・税金は表に記載の時期に適用されます。 

・以下の表は、個人投資者の源泉徴収時の税率であり、課税方法等により異なる場合があります。 
  

時  期 
 

項  目 税  金 

分 配 時 
所得税、復興特別所得税 

および地方税 

 
配当所得として課税 

普通分配金に対して20.315％ 
 

換 金 （ 解 約） 時 

お よ び 償 還 時 

所得税、復興特別所得税 

および地方税 

 
譲渡所得として課税 

換金（解約）時および償還時の差益（譲渡益）に対して20.315％ 
  

※上記は、2024年7月末現在のものです。 
※外国税額控除の適用となった場合には、分配時の税金が上記と異なる場合があります。 
※法人の場合は、上記とは異なります。 

※税法が改正された場合等には、税率等が変更される場合があります。税金の取扱いの詳細については、税務専門家にご確認されることをお勧めします。 
 

 

（参考情報）ファンドの総経費率 
 

対象期間 : 2023 年 11 月 18 日～2024 年 5 月 17 日 
 

総経費率（①+②） ①運用管理費用の比率 ②その他費用の比率 

2.20％ 1.80％ 0.40％ 
 

※上記は、対象期間の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。消費税等のかか

るものは消費税等を含みます。）を、対象期間の平均受益権口数に平均基準価額（１口当たり）を乗じた数で除した値（年率）です。 
※これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは異なります。 
※詳細につきましては、対象期間の運用報告書（全体版）をご覧ください。 

 

手続・手数料等
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お申込み、投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は、以下の販売会社へお申し出下さい。

ご留意事項

●当資料は、ファンドの運用報告に関する資料としてBNYメロン・インベストメント・マネジメント・ジャパン株式会社が作成したものです。
●当資料に記載の運用実績に関するグラフ、図表、数値その他いかなる内容も過去のものであり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するもの

ではありません。
●ファンドは、主に新興国の債券を投資対象としますので、組み入れた債券の値動きや為替相場の変動等の影響により基準価額は上下します

ので、投資 元本を割り込むことがあります。
●ファンドに生じた利益および損失は、すべて受益者に帰属します。
●お申し込みにあたっては、販売会社より投資信託説明書（交付目論見書）をお渡ししますので、必ず内容をご確認のうえ、お客様ご自身でご判断

ください。

委託会社その他の関係法人

本社：米国ニューヨーク

（注）

委託会社 ＢＮＹメロン・インベストメント・マネジメント・ジャパン株式会社（信託財産の運用指図等）
投資顧問会社 インサイト・ノースアメリカ・エルエルシー（注）（マザーファンドの運用指図権限の委託を受けての運用指図）
受託会社 三井住友信託銀行株式会社（信託財産の保管・管理業務等）
販売会社 （募集・販売の取扱い等）販売会社のご照会先は下表をご参照下さい。

インサイト・ノースアメリカ・エルエルシー

インサイト・ノースアメリカ・エルエルシーは、ＢＮＹメロン・グループ傘下の運用会社グループであるインサ

イト・インベストメント・マネジメントの北米拠点です。インサイト・インベストメント・マネジメントは、主にＬＤＩ

（負債対応）運用、アクティブ債券運用、通貨リスク管理、マルチアセット運用、絶対収益型運用を、主要

顧客である年金基金、地方政府、保険会社、ソブリン・ウェルス・ファンド、金融機関などに提供していま

す。

金融商品取引業者等の名称に（＊）の表示がある場合は新規申込みのお取り扱いを中止しております。

登録番号 日本証券業協会 一般社団法人
日本投資顧問業協会

一般社団法人
金融先物取引業協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会
いちよし証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局⻑(金商)第24号 ○ ○

auカブコム証券株式会社 金融商品取引業者  関東財務局⻑(金商)第61号 ○ ○ ○ ○

SMBC日興証券株式会社（＊） 金融商品取引業者 関東財務局⻑(金商)第2251号 ○ ○ ○ ○

株式会社SBI証券 金融商品取引業者 関東財務局⻑(金商)第44号 ○ ○ ○
株式会社SBI新生銀行

（委託金融商品取引業者 株式会社SBI証券） 登録金融機関  関東財務局⻑(登金)第10号 ○ ○

東海東京証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局⻑(金商)第140号 ○ ○ ○ ○

ＰＷＭ日本証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局⻑(金商)第50号 ○ ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局⻑(金商)第195号 ○ ○ ○ ○

金融商品取引業者/登録金融機関


